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　2013 年に議員立法で制定され、2014 年に施行された「子どもの貧困対策法 1」は、2019 年に法























子ど の貧困対策の推進に関す 法律の一部 改正す 法律案概要 
・2013 年に子ども 貧困対策推進法が制定さ れた際、 法施行後 5 年を経過し た場合の見直し 条項が規定 
・関係団体から も 、 子ども 貧困対策推進法の見直し を求める声 
 目的 ・ 基本理念の充実 
（1） 目的規定に、 主に以下の事項を明記する。  
① 子ど の「将来」だけでなく「現在」に向けた対策であ こと 
② 貧困解消に向けて、児童権利条約の精神に則 推進す こと
（2） 基本理念に、 以下の事項を明記する。  
① 子ども の年齢等に応じて、その意見が尊重さ 、その最善の
利益が優先考慮さ 、健やかに育成さ こと 
② 各施策 子ど の状況に応じ包括的かつ早期に講ず こと 
③ 貧困の背景に様々な社会的要因があ こと 踏 え こと 
 大綱の記載事項の拡充等 
（1） 大綱記載事項と し て、「一人親世帯の貧困率」 及び
「生活保護世帯に属する子ども の大学等進学率」 とと




市町村に対し 、 貧困対策計画を 策定する 努力義務を
課す。 （都道府県については、 既に措置済み）
 具体的施策の趣旨の明確化等 
教育支援 教育の機会均等が図ら れるべき 趣旨を明確化 
生活支援 子ども への直接的な支援以外の支援も 含む旨を強調 
就労支援 就労後の職業生活も 支援対象と なる旨を明確化 
調査研究 指標に関する研究を行う 旨を明確化 
 検討規定 





※ 本法公布後 3 月以内に政令で定める日から 施行
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（出所） 内閣府（2018）「平成 29 年度 地域における子供の貧困対策の実施状況及び実施体制に関する実
態把握・検証報告書」
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g 連携の推進 h 子供の貧困対策
への理解が
深まった
i 新たな判明事項なし j その他




n=32                      n=19            n=163
─ 22 ─







































































30万人以上 10万人以上30万人未満 5万人以上10万人未満 5万人未満
n=47                   n=71                             n= 61                     n=112
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を実施しているのは 10％程度であった（図表 9）。改正された子どもの貧困対策法第 9条では、市
町村は、国の大綱及び都道府県計画を勘案して、市町村計画を定めるよう努めるものと規定され
ている。都道府県と市町村の連携は、今後の課題である。


























　2019 年 6 月までに全ての政令指定都市 20 市が「子どもの貧困対策計画」を策定している。政
令市を含め全国で 145 の市区町村が計画を策定したが、これは全国の基礎自治体の約 8％に過ぎ
ない 12。また、策定している地域の片寄りがある。県下の自治体の策定割合が高い順に、秋田県
64％、富山県 53％、東京都 41％、宮崎県 38％となっている。
　145 の自治体の計画のうち、自治体の総合計画など他の計画の一部に位置づけられている場合























































































（出所） 内閣府（2018）「平成 29 年度 地域における子供の貧困対策の実施状況及び実施体制に関する実
態把握・検証報告書」






















































b 担当職員 不足 c 予算を確保
できない
d そ 他
30万人以上 10万人以上30万人未満 5万人以上10万人未満 5万人未満
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